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〔論 説〕

旧優生保護法訴訟における
改正前民法 724 条後段の効果の制限

渡 邉 知 行

一、はじめに
二、優生手術の被害者が提訴に至る経緯
三、改正前民法 724 条後段の効果の制限に関する判例の動向
四、旧優生保護法訴訟における改正前民法 724 条後段の効果の制限
五、今後の課題

一、はじめに

1948 年に制定された旧優生保護法のもとで、遺伝性疾患やハンセン病
などを理由とする強制不妊手術・人工妊娠中絶が実施された。このような
優生手術は、憲法が保障する個人の尊厳を踏みにじり、子を産み育てる可
能性を奪い去るものである。スウェーデン及びドイツにおいては、かつて
優生手術が実施されていたが、被害者に対して、国による補償が行われて
きた。
しかし、日本では、旧優生保護法が、1996 年に改正されて、優生思想
に基づく規定が削除され、母体保護法に改称された後も、かつて優生手術
を受けた被害者を救済する立法や施策がなされない状況が続いてきた。そ
のために、被害者らは、自らが受けた優生手術について、情報を入手する
手段がないために違憲・違法であると認識することができず、国に対して
損害賠償を請求することができなかった。
被害者が、国家賠償法（国賠法）1条 1 項に基づいて、国に対して、損
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害賠償を請求する場合には、同法 4条により、民法 724 条の期間制限の規
定が適用される。2017 年 5 月に改正法が成立して 2020 年 4 月に施行され
た現行民法 724 条 2 号は、不法行為に基づく損害賠償請求権の 20 年の長
期期間制限について、消滅時効であると明確に規定する。国が、不法行為
の時から 20 年の期間を経過したことを理由に免責を受けるには、民法
724 条 2 号の消滅時効を援用することが必要である。国の不法行為によっ
て被害者が賠償請求権を行使できない状況に至っている場合には、国によ
る消滅時効の援用が信義則違反または権利濫用に当たると解されて、国の
消滅時効による免責が認められないことがある。
公法上の債権は、当事者の援用なくして消滅時効によって権利が消滅す
る効果が発生する。最判平成 19 年 2 月 6 日民集 61 巻 1 号 122 頁（以下に
［最判平成 19 年］という。）は、金銭の給付を目的とする普通地方公共団
体の権利の消滅時効（地方自治法 236 条）について、当事者による消滅時
効の主張が信義則違反に当たると解することを認めている(1)。被爆者救
護法等に基づいて被爆者が未支給の健康管理手当の支払いを求める訴訟に
おいて、被爆者救護法等の支給義務者が法令上の根拠のない違法な通達に
基づいて、ブラジルに出国した被爆者らに失権の取扱いをして健康管理手
当の支給を打ち切ったなどの事実が認められる場合に、支給義務者が未支
給の消滅時効を主張することが信義則に反すると解している。
改正前民法 724 条後段の 20 年の長期期間制限について、立法者は、同
条前段の 3 年の短期期間制限とともに消滅時効として規定した(2)。その
後、3年の短期消滅時効に対して、権利関係の安定を図るべく、除斥期間
であると解する見解が有力となり(3)、下級審判例は、消滅時効と解する
ものと除斥期間と解するものとに分かれていた(4)。
このような状況のもとで、最判平成元年 12 月 21 日民集 43 巻 12 号
2209 頁（以下に［最判平成元年］という。）は、改正前民法 724 条後段に
ついて、「不法行為によって発生した損害賠償請求権の除斥期間を定めた
もの」と判示した(5)。「同条がその前段で 3 年の短期の時効について規定
し、更に同条後段で 20 年の長期の時効を規定していると解することは、
不法行為をめぐる法律関係の速やかな確定を意図する同条の規定の趣旨に
沿わず、むしろ同条前段の 3年の時効は損害及び加害者の認識という被害
者側の主観的な事情によってその完成が左右されるが、同条後段の 20 年
の期間は被害者側の認識のいかんを問わず一定の時の経過によって法律関
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係を確定させるため請求権の存続期間を画一的に定めたもの」と解して、
「信義則違反又は権利濫用の主張は、主張自体失当」であると判示した。
改正前民法 724 条後段については、前稿「予防接種によるＢ型肝炎の再
発と損害賠償請求権の期間制限」でみたように、［最判平成元年］を契機
として、学説の論争が展開されて、被害者の救済を重視して、消滅時効と
解する見解が多数説となり、2017 年の民法改正においては、上記のよう
に 724 条に消滅時効と明確に規定されるに至っている(6)。
2018 年 1 月以降、全国各地において、かつて優生手術を受けた被害者
らは、国に対し、国家賠償法 1条 1項に基づいて、損害賠償を求めて提訴
している（以下に「旧優生保護法訴訟」という。）。優生手術を受けた被害
者らには、優生手術による損害賠償請求権について、優生手術から 20 年
を超える期間が経過しているので、改正前民法 724 条後段が適用される。
原告らは、その効果を制限することを主張している。
これまで、①仙台地判令和元年 5月 28 日判時 2413・2414 号合併号 3頁

（仙台判決)(7)、②東京地判令和 2 年 6 月 30 日（東京判決）、③大阪地判
令和 2年 11 月 30 日（大阪判決）、④札幌地判令和 3年 1月 15 日（札幌判
決Ⅰ）、及び、⑤札幌地判令和 3 年 2 月 4 日（札幌判決Ⅱ）は、原告の請
求を棄却した。仙台判決、東京判決、大阪判決及び札幌判決Ⅰは、改正前
民法 724 条後段の適用を制限することを認めていない。なお、札幌判決Ⅱ
は、原告が受けた優生手術が旧優生保護法 14 条 4 号「妊娠の継続又は分
娩が身体的又は経済的理由により母体の健康を著しく害するおそれのある
もの」に該当するとして、民法 724 条後段の適用の当否を判断することな
く、請求を棄却した。すべての訴訟において、原告らは、第一審判決を不
服として控訴している。
本稿では、優生手術を受けた被害者らが提訴に至る経緯を踏まえながら

（二）、［最判平成元年］以降における民法 724 条後段の効果を制限した判
例の動向を考察したうえで（三）、旧優生保護法訴訟の事案において、こ
れまでの第一審判決の動向をみながら、民法 724 条後段の効果を制限して
被害者を救済することを検討する（四）。

二、優生手術の被害者が提訴に至る経緯(8)

1948 年、旧優生保護法は、優生上の見地から不良な子孫の出生を防止
するとともに、母性の生命健康を保護することを目的」として制定された
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（1条）。本法において、医師は、所定の遺伝性疾患を有する場合には、本
人及び配偶者の同意を得て、任意に優生手術を行うことができるとされ
（3条）、診断の結果、所定の遺伝性疾患に罹っていることを確認した場合
において、その疾患の遺伝を防止するため優生手術を行うことが公益上必
要であると認めるときは、本人または配偶者の同意を得なくとも、都道府
県優生保護委員会に優生手術を行うことの適否に関する審査を申請するこ
とができるものとされた（4条）。
旧優生保護法に基づく優生手術は、1949 年から 1996 年までの間に、全
国各地で実施された。仙台判決によれば、本人等の同意による遺伝性疾患
を理由とするものが 6967 件、ハンセン病を理由とするものが 1551 件、審
査による遺伝性疾患を理由とするものが 14566 件、非遺伝性疾患を理由と
するものが 1909 件である。
旧優生保護法は、不良な子孫の出生を防止する優生思想に基づくもので
あり、障がい者に対する差別を助長するものとなっている。本法の一部を
改正する法律が 1996 年 6 月に成立し、母体保護法に改められて、4 条以
下の優生思想に基づく規定が削除された。
国連人権（自由権）規約委員会は、1998 年 11 月、日本政府に対し、優
生手術が実施された被害者が補償を受ける権利を法律で規定するよう勧告
した。
国連委員会による勧告にもかかわらず、日本政府は、2006 年 12 月、旧
優生保護法に基づく優生手術について補償することは考えていないという
見解を示した。この見解に対して、日本弁護士連合会（日弁連）は、2007
年 12 月、日本国内における強制不妊措置について、女性のリプロダク
ティブ権に対する重大な侵害であるという認識が十分になされていないこ
とを指摘して、包括的な調査と補償を実施する計画を早急に明らかにする
ことなどを提言した。
国連人権規約委員会は、2008 年 10 月、日本政府に対し、1998 年の勧告
を実施することを勧告し、さらに、2014 年 8 月にも重ねて勧告した。日
弁連は、2015 年 3 月、報告書において、優生手術の対象者に対する補償
について、未だ何らの施策が執られていないこと、国連人権規約委員会の
勧告によって示された課題が進展していないこと、優生手術について事実
解明も謝罪も賠償もされていないことなどを指摘した。
国連女性差別撤廃委員会は、2016 年 3 月、日本政府に対し、強制的な
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優生手術を受けた全ての被害者を支援し、被害者が法的救済を受け、補償
とリハビリテーションの措置の提供を受けられる具体的な取組を行うこと
などを勧告した。日弁連は、2017 年 2 月、「旧優生保護法下において実施
された優生思想に基づく優生手術及び人工妊娠中絶に対する補償等の適切
な措置を求める意見書」を発表した。日本政府は、優生手術等が、対象者
のリプロダクティブ権を侵害し、遺伝性疾患、ハンセン病、精神障がい等
を理由とする差別であったことを認め、被害者に対する謝罪、補償等の適
切な措置を速やかに実施すべきであり、また、優生手術等に関連する資料
を保全し、その実態調査を速やかに行うべきであるとの意見を表明した。
2019 年 4 月 24 日、旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対す
る一時金の支給に関する法律が制定・施行された。優生手術の被害者に一
時金 320 万円を支給することが定められた(9)。
旧優生保護法に基づく優生手術の補償・救済が十分になされていない状
況のもとで、優生手術の被害者らは、憲法 13 条の幸福追求権として保障
される、人格的生存に不可欠な子どもを持つか持たないかを自ら決定する
権利（リプロダクティブ権）が侵害されたとして、国に対して、国賠法 1
条 1 項に基づいて、2018 年 1 月 31 日の仙台地裁における提訴を機縁とし
て、全国各地で損害賠償を求めて提訴した。原告らは、①国会議員が
1948 年に優生保護法を制定し、1996 年まで廃止しなかったこと、②厚生
大臣が、旧優生保護法による優生手術を実施しない措置を執ることを怠っ
たこと、③国会議員が、優生手術の被害者を救済する法律を制定しなかっ
たこと、または、④厚生労働大臣が優生手術の被害を回復する措置を講じ
なかったことについて、違憲・違法であると主張している。
仙台判決、東京判決、大阪判決及び札幌判決Ⅰにおいて、原告のリプロ
ダクティブ権を剝奪する旧優生保護法の規定が違憲であることは認められ
たものの、原告の請求は認められていない。①または②については、改正
前民法 724 条後段の 20 年の期間を経過して原告の損害賠償請求権が消滅
したものと判断されている。③または④については、被害者らが権利を行
使する機会を確保するための措置を執ることが必要不可欠であり、憲法違
反の問題が生じることが明白であったとはいえないとして、違憲・違法で
ないと判断されている。
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三、改正前民法 724 条後段の効果の制限に関する判例の動向

本項では、改正前民法 724 条後段の効果の制限について、時効停止（現
行民法では時効の完成猶予）の規定を除斥期間に類推適用することを認め
る学説をふまえながら、［最判平成元年］以降の判例の動向について、最
高裁判例を中心に考察する。

1 学説の動向
時効の停止は、時効の完成前に権利行使が困難ないし不可能である所定
の事由がある場合に、その事由が継続する期間及びその事由が消滅した後
の法定の期間が経過するまで、時効の完成を延期するものである。
立法者は、時効停止の規定を除斥期間に適用することを認めていなかっ
た(10)。
これに対して、我妻栄博士は、除斥期間について、時効停止の規定のう
ち、民法 161 条の類推適用を認めた(11)。「かような場合にも猶予期間を認
めないことは、権利者に酷であり、これを認めても、その猶予期間は限ら
れていて、権利関係を早く確定しようとする除斥期間の趣旨を乱すことに
はならない」という。
さらに、川島武宜博士は、時効について、裁判所が一定の事実状態を法
律上正当なものとして認めることを義務づけるものと解する法定証拠説に
基づいて、すべての時効停止の規定の準用を認めている(12)。「法定証拠の
機能に直接には関しない時効の停止に対応するところの、除斥期間の停止
を認めることは、論理的にも実質的にもさし支えない」という。時効に
よって権利を取得しまたは権利が消滅すると解する通説（実体法説）を前
提としても、同様に解することができる。

2 ［最判平成元年］以降の最高裁判例
最高裁は、改正前民法 724 条後段について、除斥期間と解する［最判平
成元年］を踏襲しながらも、時効停止の規定を類推適用するのではなく、
被害者が損害賠償請求権を失って賠償義務者が免責を受けることが、著し
く正義・公平の理念に反する事実が認められる場合に、時効停止の規定の
法意に照らして、その効果を制限してきた。最判平成 10 年 6 月 12 日民集
52 巻 4 号 1087 頁（以下に［最判平成 10 年］という。)(13)、及び、最判平
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成 21 年 4 月 28 日民集 63 巻 4 号 853 頁（以下に［最判平成 21 年］とい
う。)(14)による。

（1）［最判平成 10 年］
X1は、本件集団予防接種による副反応が発生して、その後遺障害とし
て高度の精神障害、知能障害等を有し、本件接種の時から 20 年を経過す
る 6 か月前において心神喪失の状態にあった。Ｘ1、Ｘ2（Ｘ1の父）及び
Ｘ3（Ｘ1の母）は、本件予防接種から 22 年を経過して、国賠法 1 条 1 項
に基づいて、国 Y に対し、損害賠償を求めて提訴した。その後、X1が
1984 年 10 月 19 日に禁治産宣告を受け、その後見人に就職した X2が、Ａ
弁護士らに訴訟委任をし、同年 11 月 1 日にその旨の訴訟委任状を東京高
裁に提出することによって、Ｘらの損害賠償請求権を行使した。
原審（東京高判平成 4 年 12 月 18 日）は、民法 724 条後段を適用して、
Ｘらの請求を棄却した。Ｘらが上告したところ、最高裁は、Ｘ1の請求に
ついては、次のように判示して、原審を破棄して差戻した。
「民法 158 条は、時効の期間満了前 6箇月内において未成年者又は禁治
産者が法定代理人を有しなかったときは、その者が能力者となり又は法定
代理人が就職した時から 6箇月内は時効は完成しない旨を規定していると
ころ、その趣旨は、無能力者は法定代理人を有しない場合には時効中断の
措置を執ることができないのであるから、無能力者が法定代理人を有しな
いにもかかわらず時効の完成を認めるのは無能力者に酷であるとして、こ
れを保護するところにあると解される。」
民法 724 条後段の「規定を字義どおりに解すれば、不法行為の被害者が
不法行為の時から 20 年を経過する前 6 箇月内において心神喪失の常況に
あるのに後見人を有しない場合には、右 20 年が経過する前に右不法行為
による損害賠償請求権を行使することができないまま、右請求権が消滅す
ることとなる。しかし、これによれば、その心身喪失の常況が当該不法行
為に起因する場合であっても、被害者は、およそ権利行使が不可能である
のに、単に 20 年が経過したということのみをもって一切の権利行使が許
されないこととなる反面、心身喪失の原因を与えた加害者は、20 年の経
過によって損害賠償義務を免れる結果となり、著しく正義・公平の理念に
反するものといわざるを得ない。そうすると、少なくとも右のような場合
にあっては、当該被害者を保護する必要があることは、前記時効の場合と
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同様であり、その限度で民法 724 条後段の効果を制限することは条理にも
かなうというべきである。」
したがって、不法行為の被害者が不法行為の時から 20 年を経過する前
6箇月内において右不法行為を原因として心神喪失の常況にあるのに法定
代理人を有しなかった場合において、その後当該被害者が禁治産宣告を受
け、後見人に就職した者がその時から 6箇月内に右損害賠償請求権を行使
したなど特段の事情があるときは、民法 158 条の法意に照らし、同法 724
条後段の効果は生じないものと解するのが相当である。」

（2）［最判平成 21 年］
Y は、A を殺害後にＡの死体を自宅の床下に掘った穴に埋めて隠匿す
るなどした。そのために、Aの相続人であるＢ、X1及びＸ2は、Ａの死亡
の事実を知ることができず、相続人が確定せず、損害賠償請求権を行使す
る機会がなく、本件殺害行為から 20 年を経過した。Xらは、Ｙの自宅の
床下から遺体が発見されて、2004 年 9 月 29 日、ＤＮＡ鑑定を通じてＡの
遺体であると確認されることによってＡの死亡を知り、それから 3か月内
に単純承認をしたものとみなされ（民法 915 条 1 項、921 条 2 号）、相続
人が確定した後に、2005 年 4 月 11 日、Ｙに対し、民法 709 条に基づい
て、損害賠償を求めて提訴した。
原審（東京高判平成 20 年 1 月 31 日判時 2013 号 68 頁）は、「特定人の
死亡（及びそれに伴う相続開始）の事実が相続人に知られないことになっ
たのが当該不法行為に起因する場合であっても、被害者の相続人は、およ
そ権利行使が不可能であるのに、単に 20 年が経過したということのみを
もって一切の権利行使が許されないこととなる反面、殺害を行った加害者
は、20 年の経過によって被害者に対する損害賠償義務を免れる結果とな
り、著しく正義・公平の理念に反する」ので、民法 160 条の法意に照らし
て、民法 724 条後段が適用されないとして、Ｘらの請求を一部認容した。
Ｙが上告したところ、最高裁は次のように判示して、Ｙの上告を棄却し
た。
「民法 160 条は、相続財産に関しては相続人が確定した時等から 6か月
を経過するまでの間は時効は完成しない旨を規定しているが、その趣旨
は、相続人が確定しないことにより権利者が時効中断の機会を逸し、時効
完成の不利益を受けることを防ぐことにあると解され、相続人が確定する
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前に時効期間が経過した場合にも、相続人が確定した時から 6か月を経過
するまでの間は、時効は完成しない（最判昭和 35 年 9 月 2 日民集 14 巻
11 号 2094 頁参照）。そして、相続人が被相続人の死亡の事実を知らない
場合は、同法 915 条 1 項所定のいわゆる熟慮期間が経過しないから、相続
人は確定しない。
これに対し、民法 724 条後段の規定を字義どおりに解すれば、不法行為
により被害者が死亡したが、その相続人が被害者の死亡の事実を知らずに
不法行為から 20 年が経過した場合は、相続人が不法行為に基づく損害賠
償請求権を行使する機会がないまま、同請求権は除斥期間により消滅する
こととなる。しかしながら、被害者を殺害した加害者が、被害者の相続人
において被害者の死亡の事実を知り得ない状況を殊更に作出し、そのため
に相続人はその事実を知ることができず、相続人が確定しないまま除斥期
間が経過した場合にも、相続人は一切の権利行使をすることが許されず、
相続人が確定しないことの原因を作った加害者は損害賠償義務を免れると
いうことは、著しく正義・公平の理念に反する。このような場合に相続人
を保護する必要があることは、前記の時効の場合と同様であり、その限度
で民法 724 条後段の効果を制限することは、条理にもかなうというべきで
ある（［最判平成 10 年］参照）。
そうすると、被害者を殺害した加害者が、被害者の相続人において被害
者の死亡の事実を知り得ない状況を殊更に作出し、そのために相続人はそ
の事実を知ることができず、相続人が確定しないまま上記殺害の時から
20 年が経過した場合において、その後相続人が確定した時から 6 か月内
に相続人が上記殺害に係る不法行為に基づく損害賠償請求権を行使したな
ど特段の事情があるときは、民法 160 条の法意に照らし、同法 724 条後段
の効果は生じないものと解するのが相当である。」

3 ［最判平成元年］以降の判例の動向
（1）［最判平成 10 年］まで
改正前民法 724 条後段について、［最判平成元年］以降も、学説におい
ては、除斥期間であると解しても、信義則を介して適用を制限することを
認める見解が有力になっていた(15)。下級審判例は、［最判平成元年］を踏
襲しつつも、その効果を制限することを認めるようになった。
水俣病訴訟において、京都地判 5 年 11 月 26 日判時 1476 号 3 頁は、救
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済法・補償法による認定業務が滞りがちになり、補償協定による救済が有
効に機能していない状況のもとで、「加害者と被害者間の具体的事情から
みて、加害者をして除斥期間の定めによる保護を与えることが相当でない
特段の事情がある場合においてまで損害賠償請求権の除斥期間の経過によ
る消滅という法律効果を認めることは民法 724 条後段の趣旨に反する」の
で、「特段の事情が認められる場合には、加害者において訴訟上、除斥期
間の経過の事実を主張することは権利の濫用に当たる」と判示して、被告
国及び熊本県による除斥期間経過の主張を認めなかった。
予防接種禍訴訟において、大阪高判平成 6 年 3 月 16 日判時 1500 号 15
頁は、民法 158 条を類推適用して、民法 724 条後段の効果を制限した。
「禁治産宣告を受けていない場合であっても、その者が禁治産者と同様の
状態にあって実質上行為能力が著しく欠如した状態にある者についても及
ぼされるべきであり、また、それを消滅時効の場合に特に限定すべき合理
的な理由もないから、除斥期間の満了が問題とされる場面においても類推
適用される」という。

（2）［最判平成 10 年］から［最判平成 21 年］まで
このような下級審判例の動向に対して、［最判平成 10 年］は、民法 724
条後段の期間が経過しても被害者の損害賠償請求権が消滅しない例外を、
時効停止の規定を類推適用するのではなく、その規定の法意に照らして、
被害者が失権して加害者が責任を免れることが著しく正義・公平の理念に
反する場合に限定した(16)。予防接種の副反応によって心神喪失の常況に
ある被害者が後見人を有しないときには、民法 158 条を類推適用するので
はなく、被害者の心神喪失が加害者の不法行為に起因して、被害者が権利
を行使できない状況にあることによる被害者の失権・加害者の免責が、著
しく正義・公平の理念に反すると解して、民法 158 条の法意に照らして、
民法 724 条後段の効果を制限したのである。
民法 158 条は、「時効の期間の満了前 6 箇月以内の間に未成年者又は成
年被後見人に法定代理人がないとき」に、時効の停止を認めている。これ
に対して、［最判平成 10 年］は、心神喪失者が後見人を欠く場合において
も、民法 158 条の法意に照らして民法 724 条の効果を制限することを認め
ている(17)。民法 158 条について、単独で提訴するなどして権利を保全で
きない制限行為能力者（1999 年民法改正前は行為無能力者）を保護する
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趣旨であることから、その法意に照らして、意思能力を欠くために権利を
保全できない心神喪失者に保護する範囲を広げている。
その後、第二次大戦中の強制労働に関する損害賠償等請求訴訟におい
て、民法 724 条後段について、第一審判決には、［最判平成 10 年］よりも
広く、その効果を制限することを認める判断がされることもあったが、控
訴審判決は、［最判平成 10 年］と事案が異なるとして、その効果の制限を
認めることができないと判断するようになった。
名古屋高金沢支判平成 10 年 12 月 21 日判タ 1046 号 161 頁は、朝鮮半島
からの女子勤労挺身隊員の募集・徴用により、軍需工場で労働に従事した
原告らが、被告工場経営者に対して、強制労働に関する損害賠償等を請求
した事案である。民法 724 条後段について、原告らが意思能力を欠くもの
ではなく、原告が期間内に提訴できなかったことが、被告の不法行為に起
因するのではないので、［最判平成 10 年］のように、その効果を制限する
特段の事情がないと解して、一審原告の請求を棄却した。
福岡高判平成 16 年 5 月 24 日判時 1875 号 65 頁は、被告会社が経営する
鉱業所で強制労働をさせられた中国人被害者が、被告会社に対して損害賠
償等を請求した事案である。第一審の福岡地判平成 14 年 4 月 26 日判時
1809 号 111 頁は、強制連行の悪質性と被告会社が無償の労働によって多
大な利益を得たことを考慮して、民法 724 条後段を適用して被告を免責す
ることは著しく正義・公平の理念に反すると解して、原告の請求を一部認
容した。これに対して、福岡高裁は、［最判平成 10 年］の「事案と比較
し、それに匹敵するような特段の事情がある場合には、著しく正義・公平
の理念に反するものとして、法的安定性を犠牲にしてでも、民法 724 条後
段の効果を制限することは条理にもかなう」と解して、加害行為の態様の
悪質性かつ被害の甚大性、及び、期間経過前の権利行使が客観的に不可能
であることを特段の事情として考慮することを認めたが、「客観的に提訴
が可能となった時点から現実に提訴されるまでの時間は相当に長い」点で
［最判平成 10 年］と事案が異なると判断して、一審原告の請求を棄却し
た。
東京高判平成 17 年 6 月 23 日判時 1904 号 83 頁は、中国山東省の住民
Aが、被告国によって北海道へ強制連行され、過酷な労働を強制されて
作業場から逃走し、その後の 13 年間、北海道の山中で逃走生活を余儀な
くされて精神的苦痛を被ったとして、亡Ａの相続人である原告らが、被告
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に対して損害賠償を請求した事案である。第一審の東京地判平成 13 年 7
月 12 日判タ 1067 号 119 頁は、被告による強制連行・強制労働に由来し、
救済義務を怠った結果生じた Aの逃走について、資料を作成して賠償す
ることを怠った被告を民法 724 条後段を適用して免責することは、被害の
重大さを考慮すると、著しく正義・公平の理念に反すると解して、原告の
請求を一部認容した。これに対して、東京高裁は、民法 724 条後段の適用
が著しく正義・公平の理念に反するか否かについて、被害の質・重大性、
加害者の属性、加害行為の悪質性、「加害行為から権利行使までの年数、
被害者が 20 年以上も損害賠償請求権を行使できなかった理由、特にそれ
が加害者の加害行為から生じた結果により行使が妨げられたのか、加害者
が被害者の権利行使を妨害したことによるものか等、更に被害者が権利行
使が可能になってから速やかに実際に権利行使をしているか否かの要素を
総合して判断する」としたうえで、民法 724 条後段の期間を経過して提訴
したことが、［最判平成 10 年］と異なり、控訴人国の「義務違反から生じ
たものではないし、控訴人の責めに帰すべき事柄でもない」ので、一審原
告が失権して一審被告が免責されることが著しく正義・公平の理念に反し
ないとして、一審原告の請求を棄却した。

（3）［最判平成 21 年］以降
［最判平成 21 年］は、時効停止の規定に依拠する［最判平成 10 年］の
判断枠組みを用いて、民法 160 条の法意に照らして、改正前民法 724 条後
段の効果を制限した(18)。被害者が死亡した事実について、加害者が相続
人に知りえない状況を殊更に作出したことによる、被害者の相続人の失
権・加害者の免責が、著しく正義・公平の理念に反すると解している。
民法 724 条後段について、［最判平成 21 年］の原審（控訴審）は、加害
者による事後的な隠蔽行為に言及することなく、不法行為に起因して相続
人が権利を行使できなくなったことによる相続人の失権・加害者の免責
が、著しく正義・公平の理念に反すると解して、その効果を制限する。こ
れに対して、最高裁は、個別的な紛争事案ごとに、被害者側が期間内に提
訴できなかった経緯から、著しく正義・公平の理念に反するものと評価で
きる事実を最大限に抽出して、その効果を制限することを正当化してい
る。［最判平成 21 年］は、不法行為について事後的な隠蔽行為がなされる
事案に限定して、［最判平成 10 年］よりも狭い範囲において、その効果を
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制限することを意図するものではないといえる(19)。
最高裁は、［最判平成 10 年］及び［最判平成 21 年］を通じて、民法
724 条後段について、その効果を制限するためには、時効停止の規定に依
拠して、被害者が失権して賠償義務者が免責されることが著しく正義・公
平の理念に反することが必要であると解している。［最判平成 10 年］及び
［最判平成 21 年］は、民法 724 条後段について、賠償義務者の行為によっ
て被害者が期間内に権利を行使することが困難な状況にあるにもかかわら
ず、被害者が失権して賠償義務者が免責されることが著しく正義・公平の
理念に反するものと解しているが(20)、最高裁は、このような場合に限定
してその効果を制限することを意図するものではなく、個別的な事案に応
じて、著しく正義・公平の理念に反すると評価できる事実が認められる場
合には、その効果を制限することを容認しているといえよう。
［最判平成 21 年］の後、下級審の判例には、民法 724 条後段の効果が
発生することが著しく正義・公平の理念に反すると解するには、賠償義務
者の行為によって被害者が期間内に権利を行使することが困難な状況にあ
ることが必要であると解する傾向がみられる。
福岡地小倉支判平成 25 年 3 月 21 日判時 2195 号 92 頁は、カネミ油症訴
訟において、［最判平成 10 年］及び［最判平成 21 年］の事案と比較して、
「原告患者らはカネミ油症にり患することで、心神喪失等の権利行使が困
難な状態に陥ったものではなく、昭和 43 年当時から被告カネミ倉庫が原
因事業者であることも明らかであったものであるから、加害者の行為その
ものにより被害者の権利行使が困難となったというような事情はなく、時
効の停止が認められるような場合と同様の事情があったものでもない」と
して、民法 724 条後段の効果を制限することを認めず、原告の請求を棄却
した。控訴審の福岡高判平成 26 年 2 月 24 日判時 2218 号 43 頁は、民法
724 条後段の適用について、被告の加害行為が犯罪に当たり、事後的な対
応が不誠実であったこと、その期間内にカネミ油症の認定がなされなかっ
たことなどによって、著しく正義・公平の理念に反するという原告の主張
を退けて、原審の判断を維持した。
大阪地判平成 30 年 10 月 26 日は、子を殺害したとして有罪判決を言渡
されたために、被告が製造販売した自動車の発火によって子が死亡したと
して、民法 724 条後段の期間内に製造物責任に基づく損害賠償を請求でき
なかった原告が、再審公判における無罪判決確定後 6か月以内に被告に損
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害賠償を求めて提訴した事案である。民法 724 条後段の適用について、原
告が期間内に権利を行使できなかったことに「加害者の関与や寄与がない
にもかかわらず」、「著しく正義・公平の理念に反すると解することはでき
ない」として、原告の請求を棄却した(21)。控訴審の大阪高判令和 2年 10
月 16 日は、さらに、「被害者が権利を行使することができなかった事情に
関する加害者の関与や寄与の有無・内容も当然考慮すべきであり、その上
で、他の考慮要素も踏まえた総合的な判断によって、民法 724 条後段の規
定を適用することが著しく正義・公平の理念に反することになるか否かを
決すべき」と判示して、原審の判断を維持している。

4 まとめ
除斥期間の満了時に、民法が規定する時効の停止の事由が存在する場合
には、通説的見解は、これらの規定を類推適用できると解していた。他
方、［最判平成元年］は、改正前民法 724 条後段について、「一定の時の経
過によって法律関係を確定させるため請求権の存続期間」として、除斥期
間であると解して、被告が免責を受けることについて、原告が権利濫用ま
たは信義則違反の主張をすることができないと判示した。
このような状況のもとで、［最判平成 10 年］及び［最判平成 21 年］は、
民法 724 条後段について、期間の満了時に、時効停止の規定に依拠して、
その規定を類推適用するのではなく、その規定の法意に照らして、その効
果を制限することを認める準則を定立した。民法 724 条後段の効果を制限
するには、被害者が失権して賠償義務者が免責される著しく正義・公平の
理念に反する事情があることを必要とする(22)。この判例準則は、民法の
時効停止の規定のうち、158 条または 160 条の事由に限られるものではな
く、民法 161 条など他の規定の事由がある場合にも妥当する。
これらの判例の事案は、賠償義務者の不法行為または事後的な行為に
よって被害者が賠償請求権を行使できない状況にあり、このような事実
が、被害者が失権して賠償義務者が免責されることが著しく正義・公平の
理念に反することを基礎づけている。これらの判例にしたがって、下級審
判例は、著しく正義・公平に反する事情として、賠償義務者の関与によっ
て被害者が期間内に賠償請求権を行使できない場合に限定して、民法 724
条後段の適用を制限することを認める傾向が生じている。
民法 724 条後段の期間が経過して賠償請求権が消滅することによって、
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免責されて利益を受けるのは賠償義務者であり、取引行為のように第三者
の利益が保護されることはない。賠償義務者の行為によって被害者が期間
内に権利を行使できない場合には、被害者が失権して賠償義務者が免責さ
れることを認めるのは、著しく正義・公平の理念に反する典型的な事案で
あるといえる。具体的な紛争事案において、このような事実が認められな
い場合でも、被害者が失権して賠償義務者が免責されることが著しく正
義・公平の理念に反すると判断できる場合には、民法 724 条後段の効果を
制限することを認めるべきである(23)。

四、旧優生保護法訴訟における改正前民法 724 条後段の効果の制限

本項では、旧優生保護法訴訟の判例の動向を考察したうえで、優生手術
の被害者を救済するために、時効停止の規定の法意に照らして、改正前民
法 724 条後段の効果を制限することを検討する。

1 判例の動向
旧優生保護法訴訟において、原告らは、優生手術による損害賠償請求権
について、憲法 17 条に違反して、あるいは、［最判平成 10 年］及び［最
判平成 21 年］のように、民法 158 条または民法 160 条の法意に照らして、
改正前民法 724 条後段の効果が認められないと主張した。
これまでの第一審判決では、以下にみるように、仙台判決は、原告が前
者のみの主張をしたところ、民法 724 条後段を本件事案に適用することが
憲法 17 条に違反しないと判断し、また、東京判決、大阪判決及び札幌判
決Ⅰは、原告が後者及び前者の主張をしたところ、民法 158 条または民法
160 条の法意に照らして民法 724 条の効果を制限できない、さらに、仙台
判決と同様に憲法 17 条に違反しないと判断して、原告の請求を棄却して
いる。
本項では、仙台判決、東京判決及び大阪判決を取り上げる（札幌判決Ⅰ
は、大阪判決と同様の理由で原告の主張を認めていない。）。

（1）仙台地判令和元年 5月 28 日（仙台判決）
X1及び X2は、Y（国）に対し、主位的に、国会が損害を賠償する立法
措置を執らなかった立法不作為、または厚生労働大臣が損害を賠償する立
法等の施策を執らなかった行為が違法であることを理由として、予備的
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に、民法 724 条後段の除斥期間の規定を本件に適用することが憲法 17 条
に違反すると主張して、当時の厚生大臣が優生手術を防止することを怠っ
た行為が違法であることを理由として、損害賠償を請求した。
Xらは、予備的請求において、最判平成 14 年 9 月 11 日民集 56 巻 7 号
1439 頁（改正前郵便法 68 条及び 73 条のうち、書留郵便物及び特別送達
郵便物について、国の賠償責任を免除または制限する部分は憲法 17 条に
違反すると判示した。以下に［最判平成 14 年］という。）に基づいて、民
法 724 条後段を画一的に適用することによって、国家による人権侵害に基
づく被害の回復を全面的に否定する結果になるので、民法 724 条後段の期
間制限の目的達成手段としての合理性及び必要性を欠くものであり、国賠
法 4条は、民法 724 条後段を本件に適用する限度で、違憲無効であると主
張した。
判決は、主位的請求を棄却し、予備的請求についても次のような理由
で、Ｘの主張を認めなかった。
「国家賠償法 4条が適用する除斥期間の規定は、リプロダクティブ権を
侵害した公務員の不法行為による国の損害賠償請求権を消滅させるもので
あるところ、除斥期間の規定が憲法 17 条に適合するものとして是認され
るものであるかどうかは、当該行為の態様、これによって侵害される法的
利益の種類及び侵害の程度、免責又は責任制限の範囲及び程度等に応じ、
当該規定の目的の正当性並びにその目的達成の手段として免責又は責任制
限を認めることの合理性及び必要性を総合的に考慮して判断すべきであ
る。」
「そして、国家賠償法 4条が適用する除斥期間の規定は、不法行為をめ
ぐる法律関係の速やかな確定を図るため、20 年の期間は被害者側の認識
のいかんを問わず一定の時の経過によって法律関係を確定させるため請求
権の存続期間を画一的に定めたものである。そうすると、法律関係を速や
かに確定することの重要性に鑑みれば、このような立法目的は正当なもの
であり、その目的達成の手段として上記請求権の存続期間を制限すること
は、当該期間が 20 年と長期であることを踏まえれば、上記立法目的との
関連において合理性及び必要性を有するものということができる。
したがって、除斥期間の規定には、目的の正当性並びに合理性及び必要
性が認められることを考慮すれば、その余の点について判断するまでもな
く、本件において、リプロダクティブ権侵害に基づく損害賠償請求権に対
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して除斥期間の規定を適用することが、憲法 17 条に違反することになる
ものではない。」

（2）東京地判令和 2年 6月 30 日（東京判決）
Xは、Y（国）に対し、主位的に、当時の厚生大臣等が違憲・違法な優
生手術の防止措置を執ることを怠ったことを理由として、予備的に、厚生
労働大臣が、優生手術の違憲性を認めて、被害実態を検証し、被害者の被
害を回復するための措置を講じるとともに、優生思想を除去するための普
及啓発活動を行うべき作為義務を懈怠し、また、国会議員が、優生手術を
受けた者に対する金銭賠償等に係る特別立法が必要不可欠であることが明
白であったにもかかわらず、長期にわたりその立法措置を怠っていたこと
を理由として、損害賠償を請求した。
X は、主位的請求について、［最判平成 10 年］及び［最判平成 21 年］
のように、次のような根拠を挙げて、民法 724 条後段の適用を認めること
は正義・公平の理念に反すると反論した(24)。①Yが優生手術を適法であ
ると明言して積極的に推進し、優生思想が蔓延した状況のもとで優生手術
を受けた被害者は、優生手術による自らの法益侵害を認識することができ
ず、［最判平成 19 年］に照らしても、民法 724 条後段所定の期間内に X
が賠償請求権を行使しなかったやむを得ない事由がある、②憲法に違反す
る旧優生保護法による違憲・違法な優生手術に悪質性及び違法性があるの
に対し、Xの被害は極めて重大かつ深刻な人権侵害である、③ Xの賠償
請求権を認めても、法的地位が害される第三者は存在せず、また、Y は
国家であり資力も十分あるのに対し、X は資力も十分ではない、④国家
賠償制度には、損害補填的機能のほか、国・公共団体に対する監視的機能
がある、と。
判決は、次のような理由で、Ｘの主張を認めていない。
［最判平成 10 年］及び［最判平成 21 年］は、「民法 724 条後段の効果
が生じないと判断し得る前提として、それぞれの事案に則した場合設定を
行っており、『除斥期間の適用により著しく正義・公平の理念に反する場
合に、被害者保護のため必要があれば、条理上、上記効果が生じない』旨
の一般法理や、『権利者の権利行使を著しく阻害する事情がある場合には、
除斥期間は成立しない』旨の一般法理を導出したものとは解されない。」
「民法 724 条後段の規定を形式的に適用すべきではない事案があること
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を肯定したものではあり、本件についても、事案に則した検討を必要とす
るものとはいえる。」
①について、「優生手術を受けたことによる被害自体は、優生手術を受
けたことの認識さえあれば了解可能であり、現に Xは、優生保護法に基
づき行われたことは知らないまま、本件優生手術による身体的、精神的苦
痛を感じ続けていたものである。なお、［最判平成 19 年］は、誤った通達
のために法定の受給権を行使する機会を失った事案に係るものであり、国
家賠償請求に係る本件とは事案を異にすることが明らかである。」
②について、「Y は、少なくとも昭和 50 年代以降は、優生条項の適用
ないしそれを踏まえた優生政策の積極的推進をしていたとはいえない。も
とより、X に対し本件優生手術が行われたこと自体の悪質性はあるとい
え、そのことは重要な考慮事情とはなるとしても、飽くまでその余の事情
も含めた総合考慮が必要であるといえる。」
③について、「民法 724 条後段は、法的地位が害される第三者の存否に
かかわらず適用されるもので、国賠法 4条は、それを前提に、特に制限や
留保を付すことなく、民法 724 条後段の規定も含めて国又は公共団体の損
害賠償の責任について適用するものとしているのであり、上記第三者の存
否や Yの資力等は、上記規定の適用の有無を判断する上で積極的な考慮
事情になるとはいえない。」
④について、「国家賠償請求の国家監視機能を認めるとしても、飽くま
で事実上の機能であり、その機能は、国家賠償請求訴訟が提起、追行され
ることによっても認められるものであり、結論として賠償請求権が否定さ
れたからといって、直ちに上記機能が没却されるとはいえない。また、法
制度の適用の結果として Yが賠償責任を免れることをもって、正義・公
平の理念に反するものとはいえない。」
さらに、Ｘは、民法 724 条後段を適用することが憲法 17 条に違反する
と主張したが、仙台判決と同様に認められていない。

（3）大阪地判令和 2年 11 月 30 日（大阪判決）
優生手術を受けた X1及び X2、X2の夫 X3は、Y（国）に対し、①国会
議員が旧優生保護法を立法したこと、②国会議員が被害救済法の立法を行
わなかったこと、③厚生労働大臣及び内閣総理大臣が被害救済措置を講じ
なかったことが違法であることを理由として、損害賠償を請求した。X
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らは、①における改正前民法 724 条後段について、信義則あるいは民法
158 条または民法 160 条の法意に照らして適用されないと主張した(25)。
判決は、次のような理由で、Ｘらの主張を認めていない。
「X らが長期にわたり本件訴訟を提起できなかったのは、自己の受け
た不妊手術が旧優生保護法に基づくものであることを知らされず、平成
30 年まで、国家賠償を求める手段があることを認識していなかったため
である。その背景には、優生手術の対象となった障害者に対する社会的な
差別や偏見の影響があったことがうかがわれる。
そうすると、Xらが優生手術の実施から 20 年以を経過するまで提訴し
なかったことは、責められるものではない。特に、優生手術は、それ自体
身体への強度の強襲を加え、かつ、生殖能力の喪失という重大で元に戻ら
ない結果をもたらし、X らが被った精神的・身体的被害は誠に甚大であ
る。このことも併せて考慮すれば、優生手術の被害に対する損害賠償請求
権が除斥期間の経過により当然に失われる結果は受け入れ難いとする X
らの心情は、理解できるものである。」
「しかしながら、除斥期間の規定は、不法行為をめぐる法律関係の速や
かな確定を意図して、被害者側の認識のいかんを問わず、一定の時の経過
によって法律関係を確定させるため、請求権の存続期間を画一的に定めた
ものと解される（〔最判平成元年〕参照）。不法行為をめぐる権利関係を長
く不安定の状態に置くと、その間に証拠資料が散逸し、加害者ではない者
が反証の手段を失って訴訟上加害者とされるという事態を招くなどの問題
が生じ得る。そこで、被害者側の認識のいかんを問わず、一定の時の経過
により法律関係を確定させ、被害者の保護とその加害者と目される者の利
害との調整を図ったのである。
このような除斥期間の制度目的・趣旨に鑑みれば、被害者側の主観的事
情を考慮して除斥期間の規定の適用を制限するような例外を認めること
は、基本的には相当でない。」
本件は［最判平成 10 年］、［最判平成 21 年］とは明らかに異なる事案で
ある。「すなわち、本件は、上記各事案のように、被害者や被害者の相続
人による権利行使を客観的に不能又は著しく困難とする事由があり、民法
158 条ないし 161 条所定の時効の停止等といった、その法意に照らして除
斥期間の適用を制限すべき根拠となる規定がある事案と評価することはで
きない。」
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「知的障害や聴力障害等を有するＸらには、健常者と比較すると、司法
アクセスに対する一定の制約があったことは否めないが、Ｘらの有する障
害そのものは、Y の不法行為によって生じたものではない。確かに、X
らが優生手術の実施を長く認識することができなかった背景には、優生手
術の被害者となった障害者に対する社会的な差別や偏見の影響があったこ
とがうかがわれ、旧優生保護法の制定がそうした差別や偏見を助長したこ
とも否定はできない。しかし、障害者一般に対する差別や偏見は、様々な
歴史的・社会的要因等が複合的に影響して創出・助長されるものであると
考えられる。少なくとも、Y が、X らにおいて優生手術に係る国家賠償
請求訴訟の提起ができない状況を意図的・積極的に作出したとまでは認め
られない。」
さらに、Ｘは、民法 724 条後段を適用することが憲法 17 条に違反する
と主張したが、仙台判決と同様に認められていない。

（4）まとめ
東京判決及び大阪判決は、民法 158 条または 160 条の法意に照らして、
改正前民法 724 条後段の適用を制限することを否定した。
東京判決は、［最判平成 10 年］及び［最判平成 21 年］について、事案
に適合した要件のもとで、民法 724 条後段の適用が著しく正義・公平の理
念に反すると判断するものであり、著しく正義・公平の理念に反する場合
に民法 724 条後段の効果を制限する一般的なルールを定立したものではな
いことを明確にした。そのうえで、原告が主張する、本件事案における著
しく正義・公平の理念に反する要素について、民法 724 条後段の効果を制
限するに至るものではない、あるいは、考慮するに値しないと判示した。
優生手術の悪質性については、民法 724 条後段の効果を制限するための考
慮する要素となり得るという。
大阪判決は、本件事案について、［最判平成 10 年］または［最判平成
21 年］のように、民法 158 条または民法 160 条の法意に照らして、民法
724 条後段の効果を制限することを検討する事実が存しないことを重視す
る。［最判平成 10 年］のように、原告らの司法アクセスの制約が被告の行
為によるものでない、また、［最判平成 21 年］のように、原告が被告に提
訴できない状況を被告が意図的・積極的に作出したといえない、という。
さらに、上述した 3判決は、本件事案に民法 724 条後段を適用すること
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が、憲法 17 条に違反することを否定した。民法 724 条後段の適用につい
て、原告らがその期間内に国に損害賠償を請求できなかった経緯を考慮す
ることなく、一般的な「目的の正当性並びに合理性及び必要性」から、本
件事案に適用することが憲法 17 条に適合すると判断する。

2 検討
上述した判例の考察を踏まえて、いかなる法的根拠に基づいて、改正前
民法 724 条後段の効果を制限することができるかを検討する。
本件の事案では、旧優生保護法について、1996 年に優生思想に基づく
規定が削除される改正がなされた後も、被害者らが違法な優生手術を受け
たことを認識できない状況が続いてきたことによって、原告らは優生手術
から 20 年を経過して提訴するに至っている。このように、被害者らが優
生手術から 20 年の期間を経過する時に損害賠償請求権を行使できない障
害が存在することを考慮すれば、民法 724 条後段について、時効停止の規
定のなかで、民法 161 条の法意に照らして、被害者が失権して賠償義務者
が免責されることが著しく正義・公平の理念に反すると評価できる事情を
考察して、その効果を制限することを検討する必要がある(26)。
改正前民法 161 条は、「時効の期間の満了の時に当たり、天災その他避
けることのできない事変」によって権利を行使することができない場合に
は、その障害がなくなった時から 2週間を経過するまで時効が停止するこ
とを規定する。「天災その他の避けることができない事変」には、災害に
よる交通の閉塞、裁判事務の休止のほかに、当事者によって避けることが
できない外部的な事変の発生も該当する(27)。権利者の疾病、不在などの
主観的な事情は該当しない(28)。
仙台判決は、優生手術が、「優生思想により、旧優生保護法という法の
名の下で全国的に広く行われた」ことによって、「旧優生保護法という法
の存在自体が、リプロダクティブ権侵害に基づく損害賠償請求権を行使す
る機会を妨げ」ており、1996 年に「改正されるまで、長年にわたり存続
したため、同法が広く押し進めた優生思想は、我が国において社会に根強
く残っていた」ことを認めている。このような状況のもとでは、優生手術
の情報は、「人格権に由来するプライバシー権によって保護される個人情
報であって、個人のプライバシーのうちでも最も他人に知られたくないも
のの一つであり、本人がこれを裏付ける客観的証拠を入手すること自体も
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相当困難であった」という。
東京判決は、昭和 60 年代（1988 年まで）には、旧優生保護法の「優生
条項の問題点は社会的に理解され得る状況にあった」、その時点での提訴
が同法の存在のために民法 724 条後段所定の期間の起算又は進行を否定す
べきほどに社会通念上極めて困難であったとまでは認められない」、どん
なに遅くとも、優生保護法が改正された 1996 年の「時点において、提訴
が困難な状況にあったとは認められない」と解している。
しかし、旧優生保護法に基づいて適法とされた優生手術を受けた被害者
は、不妊手術・人工妊娠中絶は優生手術に限られるのではなく、旧優生保
護法の改正によって優生思想の普及した状況が解消する方向に進んだとし
ても、自らが優生手術を受けた情報について、行政機関などを通じて簡易
に入手できる環境にないのであれば、自らが受けた優生手術による損害に
ついて国に賠償を求めて提訴することは極めて困難である。このような状
況によって、優生手術の被害者が国に提訴するなどして損害賠償請求権を
保全することが困難である状態にあるのは、被害者の主観的な事情でな
く、まさしく客観的な社会的制度的要因によるものといえる。
民法 161 条は、権利者が外部的な事変によって権利を保全する措置を執
ることができないことを要件とする。本条の趣旨は、権利者の主観的な事
情によるのでなく、避けることができない災害などの事変によって、権利
者が時効の完成によって失権することは、権利者の保護に悖るので、当該
事変が止んで速やかに権利を保全する措置を執るのであれば、時効の効果
を発生させないとするものである。権利者が、外部的な事変といえるもの
でなくても、自らが関与できない社会的制度的要因によって、権利を保全
することができない場合にも、同様に権利者を保護する必要がある。
［最判平成 10 年］は、民法 724 条後段について、予防接種の副反応に
よって心神喪失の状況にある被害者が、20 年の期間を経過する 6 か月内
において後見人を有しない場合に、民法 158 条の法意に照らしてその効果
を制限した。民法 158 条について、「未成年者又は成年被後見人（1999 年
改正前は禁治産者）に法定代理人がないとき」に時効を停止することを認
める規定であり、単独で提訴するなどして権利を保全できない制限行為能
力者（1999 年民法改正前は行為無能力者）を保護する趣旨であることか
ら、その法意に照らして、意思能力を欠くために権利を保全できない心神
喪失者が失権して、賠償義務者が免責されることが著しく正義・公平に反
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する場合には、その対象を心神喪失者に広げるものである。
民法 161 条の法意に照らして、民法 724 条の効果を制限する場合にも、

［最判平成 10 年］と同様に、上述した民法 161 条の趣旨から、本件事案で
原告が期間内に損害賠償請求権を保全できない社会的制度的要因を災害な
どの事変と同様に考慮する必要がある。
優生手術の被害者が提訴するなどして権利を保全できない社会的制度的
要因は、賠償義務者である国が、憲法に違反する旧優生保護法を制定し
て、同法に基づく優生手術がなされたにもかかわらず、優生保護法を改正
した 1996 年以降も、優生手術の被害者が簡易に情報を入手して国に補
償・救済を求めることができる制度を整備してこなかったことである。こ
のような事実は、［最判平成 10 年］または［最判平成 21 年］と同様に、
賠償義務者の作為義務違反によって被害者の賠償請求権の行使が困難な状
態にあると評価することができるのであり、優生手術が憲法に違反する旧
優生保護法に基づく悪質な行為であり、被害者がリプロダクティブ権など
重大な人権侵害を受けていること、さらに、賠償義務者である国が国連委
員会の勧告や日弁連の提言に従わなかったことも考慮すれば、民法 724 条
後段を適用することは著しく正義・公平の理念に反すると評価することが
できる。
そして、原告が、自らが受けた優生手術の情報を容易に入手できない環
境のもとで提訴する本件事案では、民法 161 条の「障害が消滅した」状況
にあると解することはできない。提訴して権利を保全した原告について、
民法 161 条所定の 2週間の期間内の提訴であるか否かを問う必要はない。
原告は、民法 724 条後段の適用が憲法 17 条に違反すると主張する。本
件事案において、民法 724 条後段について、民法 161 条の法意に照らして
その効果を制限することが認められるのであれば、その適用が憲法 17 条
に適合するか否かを判断する必要はないといえる(29)。

五、今後の課題

本稿では、旧優生保護法のもとで優生手術を受けた被害者が国に対して
有する損害賠償請求権について、［最判平成 10 年］及び［最判平成 21 年］
にしたがって、民法の時効停止の規定の法意に照らして、改正前民法 724
条後段の効果を制限することを検討し、民法 161 条の法意に照らして制限
することができることを論じた。
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旧優生保護法訴訟においては、被害者の権利行使を確保するために、国
会が立法措置を執らなかった不作為、または、厚生労働大臣が施策を講じ
なかった不作為が違法であることを理由として、原告は、国に対して損害
賠償を請求している(30)。
仙台判決は、旧優生保護法の規定が憲法 13 条に違反することを認める
が、「我が国においてはリプロダクティブ権をめぐる法的議論の蓄積が少
なく本件規定及び本件立法不作為につき憲法違反の問題が生ずるとの司法
判断が今までされてこなかったことが認められる」「事情の下においては、
少なくとも現時点では、上記のような立法措置を執ることが必要不可欠で
あることが、国会にとって明白であったということは困難である」、また、
「厚生労働大臣が職務上の法的義務に違反したものと認めることはできな
い」と解して、原告の請求を棄却している。
他方、熊本地判平成 13 年 5 月 11 日判時 1748 号 30 頁は、ハンセン病患
者の隔離について、厚生省が「新法廃止に向けての積極的な作業」をする
作為義務違反が認められると解している。
旧優生保護法が改正された後も、国連委員会の勧告や日弁連の提言がな
されているにもかかわらず、国は、優生手術について十分な調査をして被
害者が正確かつ十分な情報を入手できる制度を整備するとともに、被害者
に充実した補償・救済をする立法をすることを怠ってきた。このような事
情も重視して、国会または厚生労働大臣の不作為の違法性を認めることが
できないかを検討する必要がある。
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